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研究要旨 
本研究は、児童・思春期精神医療における⼊院治療の質的向上と多職種連携の最適化を
⽬指し、多職種（医師、看護師、公認⼼理師、精神保健福祉⼠、作業療法⼠、保育⼠、
教員等）による包括的な治療介⼊の有効性を、⽀援の直接の受益者である「当事者（⼊
院した児童本⼈）」および「保護者」の主観的視点から明らかにすることを⽬的として 3
年間にわたり実施された。全国の児童精神科専⾨病棟を有する主要施設を対象に、Web
システムを⽤いた多施設共同の質問紙調査体制を構築し、退院患者およびその保護者か
ら計78名の有効回答を収集した。統計的解析の結果、⼊院治療の総合満⾜度を決定づけ
る要因について、児童本⼈と保護者の間で明確な構造的⾮対称性が存在した。保護者は
「主治医や看護師による確実な医学的管理と安⼼感」を最も重視する⼀⽅で、児童本⼈
は病棟レクリエーションや院内学級の利⽤といった閉鎖環境下における「⽇常性の保
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障」および「⽣活の質（の維持」を極めて重視していた。また、⼼理⼠やソーシャルワ
ーカーによる内省の促進や家族環境の調整が、持続可能な社会復帰を⽀える不可⽋な治
療基盤として機能していることも⽰唆された。本研究成果は、多職種連携が単なる医師
の業務負担軽減（タスクシフティング）の⼿段ではなく、本⼈と家族が抱える「異なる
⼆重のニーズ」に対し、全専⾨職がそれぞれの強みを発揮して包括的に応えるための必
須の臨床システムであることを科学的に証明するものであり、今後の児童・思春期精神
医療のプログラム再編において極めて重要なエビデンスとなる。 

 
A. 研究⽬的 
児童・思春期における精神疾患や⾏動障害、
発達特性に随伴する諸問題は複雑かつ多様
であり、その臨床的対応には医師、看護師、
公認⼼理師、精神保健福祉⼠、作業療法⼠、
保育⼠、院内学級教員等の多職種による包
括的なアプローチが必要とされる。しかし
ながら、これまでの児童・思春期精神科病
棟における⼊院治療の効果判定や質評価は、
主治医や看護師をはじめとする医療従事者
側の視点、すなわち精神症状の消退や認
知・⾏動⾯の客観的改善度といった医学的
指標に偏る傾向が強かった。 医療の質の向
上と標準化を真に推進するためには、⽀援
の直接の受益者である「⼊院児童本⼈（当
事者）」およびその「保護者（家族）」が、
提供された具体的な治療プログラムや各専
⾨職のアプローチをどのように主観的に受
け⽌め、評価しているかという「当事者評
価（Patient-Reported Outcomes）」を科学
的に解明することが不可⽋である。 本研究
班は、3 カ年計画を通じて、医療従事者側
の客観的評価と当事者側の主観的評価の双
⽅を包括した治療評価モデルを構築するこ
とを⽬指した。多施設共同による⼤規模な
質問紙調査を設計・完遂し、収集されたフ
ィードバックデータをノンパラメトリック
な統計⼿法を⽤いて詳細に解析することに
より、⼊院治療全体の総合満⾜度を強⼒に

牽引する具体的な規定因⼦を特定すること
を⽬的とした。これにより、児童本⼈と保
護者のニーズの構造的相違を明らかにし、
エビデンスに基づく効果的な治療プログラ
ムの再編、および多職種連携の最適化に資
する科学的根拠を提供することを最終的な
⽬的とした 
 
B. 研究⽅法 
本研究は、国⽴健康危機管理研究機構 国⽴
国府台医療センターを中核拠点とし、全国
児童⻘年精神科医療施設協議会（全児協）
の全⾯的な協⼒を得て、専⾨病棟を有する
全国の主要な児童精神科医療機関（国⽴健
康危機管理研究機構国⽴国府台医療センタ
ー、岡⼭県精神科医療センター、⻑野県⽴
こころの医療センター駒ヶ根、東京都⽴⼩
児総合医療センター等）が参加する多施設
共同研究として実施された。3 年間の研究
実施内容は以下の通りである。 
令和 5 年度：調査デザインの確⽴および倫
理的⼿続き 
初年度は、国内外における児童・思春期精
神科の⼊院治療評価に関する⽂献レビュー
を集中的に実施した。対象が発達段階の途
上にあり、認知や⾔語表出能⼒に幅がある
児童・思春期患者であることを考慮し、主
観的評価を適切に測定するための構造化質
問紙を独⾃に設計した。質問紙には、患者
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および保護者の基本属性（年齢、性別、⼊
院期間、病名告知の有無、⼊院主訴等）に
加え、⼊院中に提供された各治療プログラ
ム（主治医⾯接、看護師⾯接、⼼理⼠⾯接、
PSW ⾯接、集団療法、作業療法、病棟レ
クリエーション、院内学級の利⽤等）およ
び各担当職種の関わりに対する 5 段階の有
効性評価（1：全く役に⽴たなかった〜5：
⼤変役に⽴った）、ならびに⼊院治療全体
に対する 10段階の総合満⾜度評価（1点〜
10 点）を組み込んだ。  
本調査デザインについて、2024 年 1 ⽉ 22
⽇に国⽴国際医療研究センター国府台病院
倫理委員会に申請を⾏い、厳格な審査を経
て承認を取得した。 
 
令和 6 年度：多施設共同オンライン調査の
稼働と中間集計 
前年度に構築したシステムに基づき、対象
施設を退院した児童本⼈およびその保護者
を対象とした質問紙調査を本格的に開始し
た。現場の臨床実務者への負荷を軽減しつ
つ、無記名性を担保して回答の信頼性を⾼
めるため、Web ⼊⼒システム（Microsoft 
Forms）を活⽤した。各参加施設から退院
後の通院時や郵送等の⼿段を介して対象家
族へ⼆次元コードを含む案内状を配付し、
データ蓄積を推進した。 同年度末までに
54名の有効回答を収集し、初期データの中
間集計および予備的分析を実施した。この
段階で、児童本⼈の満⾜度分布と保護者の
満⾜度分布に乖離の傾向が認められたため、
最終年度の本格的な相関分析に向けたデー
タクレンジングのプロトコルを確定させた。 
 
令和 7 年度：データ集定の完遂と統計学的

解析の実施 
最終年度において調査を完遂し、最終的に
78名（児童本⼈ 26名、保護者 52名）の有
効回答からなる強固なデータセットを構築
した。 得られたデータは、5段階の順序尺
度、プログラム⾮利⽤に伴う⽋損値の散⾒、
およびサンプルサイズ（N=78）の分布特
性を考慮し、統計学的な妥当性を厳格に担
保するため、ノンパラメトリック⼿法であ
るスピアマンの順位相関係数（r）を⽤い
た相関分析を適⽤した。児童本⼈による評
価データと、保護者による評価データを明
確に分離して独⽴した解析にかけ、それぞ
れの集団において、どの治療介⼊因⼦およ
び専⾨職の関わりが全体の総合満⾜度と有
意な関連を有しているかを統計学的に算出
した。 
 
本調査は、児童思春期精神医療の⼊院治療
について治療の効果や満⾜度を多⾓的に評
価することで、施設の運営や治療プログラ
ムの改善を⽬指して⾏われた。これらの調
査結果を踏まえて、児童思春期精神医療に
おける⼊院治療の有効性に関して⽂献的考
察と⼊院治療の有効性に関する調査体制を
構築する。なお、本調査は国⽴国際医療研
究センター倫理委員会に申請し承認を得た。 
 
l 調査対象と⽅法 

全国児童⻘年精神科医療施設協議会
参加施設職を退院した児童とその保護
者であり、Microsoft Office Forms を
利⽤したオンライン調査。 

l アンケート実施時期の決定 
国⽴国際医療研究センター倫理委員
会承認後〜2026年 3⽉の期間。 
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l ⽬標対象者数の科学的合理性 
国⽴国際医療研究センター国府台病

院児童精神科の退院患者は年間 50 名
程度である。アンケート調査の依頼は
岡⼭県精神科医療センター、⻑野県⽴
こころの医療センター駒ヶ根、東京都
⽴⼩児総合医療センターを主な対象と
する。研究期間が 3 年であることから、
50 ⼈×３年×４施設×0.5（回答割合）
＝300 ⼈とした。 

l 調査内容 
n ⼊院児童の性別と年齢 
n ⼊院期間（３ヶ⽉未満、3ヶ⽉か

ら６ヶ⽉未満、６ヶ⽉から 1年未
満、1年以上から⼀つ選択） 

n 病名告知の有無（はい、いいえ、
わからないから⼀つ選択） 

n ⼊院理由（不登校、拒⾷・⾷べら
れない、家で暴れていた、ゲーム
がやめられない、かんしゃくが⽌
まらない、体調が悪かった、⾃傷
⾏為や死にたい気持ち、気持ちが
おちこんでいた、不安が⽌まらな
かった、主治医に勧められた、か
ら複数回答） 

n 告知されている病名（ADHD、
⾃閉スペクトラム症、拒⾷症・神
経性やせ症、うつ病、不安症、強
迫性障害、チック症、素⾏症・反
抗挑発症、ゲーム障害/ゲーム依
存、不登校・ひきこもり、わから
ないから⼀つ選択） 

n ⼊院形態とその変更（医療保護⼊
院、任意⼊院、わからない、のう
ち⼀つ選択） 

n ⼊院中の担当職種（医師、看護師、

⼼理⼠、ソーシャルワーカー、作
業療法⼠、保育⼠、） 

n ⼊院治療の満⾜度（全くよくなか
ったから、すごくよかったまで１
０段階評価） 

n ⼊院治療の治療（職種別の⾯接と
⾏動制限についての有無） 

n ⼊院治療の内容とその有効性（集
団療法、薬物療法、病棟レクリエ
ーション、作業療法、認知⾏動療
法、院内学級の利⽤、隔離・拘束、
退院⽀援会議の有無とその有効性
について５段階評価） 

n 担当職種の有効性（主治医、看護
師、⼼理⼠、ソーシャルワーカー、
作業療法⼠、保育⼠の関わりにつ
いて５段階評価） 

 
l 統計解析 
総合満⾜度と各評価項⽬の関連についてス
ピアマンの順位相関係数（r）を⽤いた解
析を実施した。 
 

C. 研究結果 
 【回答者数】  
本調査には合計 78 名が回答した。内訳は、
「本⼈（⼊院した児童）」による回答が 26
名（33.3％）、「ご家族（⺟）」が 47 名
（60.3％）、「ご家族（⽗）」が 5 名（6.4％）
であった。 
【⼊院児童の性別と年齢】 
 本⼈による回答のうち、有効に性別が記
録されていたのは 26 名であり、男⼦が 11
名（14.1％）、⼥⼦が 15 名（19.2％）であ
った。⼊院時の年齢の平均は 13.2±1.8 歳、
中央値は 14.0歳であった。 



 94 

 【⼊院期間】  
本⼈・保護者による記録の中で、⼊院期間
として「6 ヶ⽉から 1 年未満」と回答した
者が 13 名（16.7％）、「1 年以上」が 11 名
（14.1％）であった。 
【病名告知の有無】 
 本⼈（26 名）の回答では、「聞いたことが
ある（『はい』や独⾃の認識を含む）」が12
名（46.2％）、「聞いたことがない」が 8 名
（30.8％）、「聞いたけど、忘れた」が 5 名
（19.2％）、「聞いたか聞いてないかわから
ない」が 1名（3.8％）であった。 
 【⼊院理由】 本⼈・保護者の回答を通し
て、⼊院理由として最も多かったのは「不
登校（16 件）」であり、次いで「気持ちが
おちこんでいた（12件）」「不安が⽌まらな
かった（11件）」「主治医に勧められた（10
件）」「⾃傷⾏為や死にたい気持ち（7件）」
などが続いた。⼊院の背景には、学校⽣活
の困難さ、情緒の不安定さ、医療的介⼊の
必要性など、多様な理由が重層的に存在し
ていることが明らかとなった。 
【告知されている病名】 
 本⼈・保護者の⾃由記述から、不登校・
ひきこもり、⾃閉スペクトラム症、不安症、
うつ病、拒⾷症、気分変調症、暴れる病気
などが回答されており、発達症・情緒障
害・⾏動障害の混在が⽰唆された。 
【⼊院形態とその変更】  
任意⼊院（16 件）と医療保護⼊院（13 件）
が同程度存在し、⼊院中に形態が変更され
た事例も複数確認された。具体的には、医
療保護⼊院から任意⼊院へ 1 回変更された
ケースが 6 件、任意⼊院から医療保護⼊院
へ 1 回変更されたケースが 1件あったほか、
何度か変更があったとする回答も 4 件みら

れた。 
【⼊院治療の満⾜度】  
⼊院治療に対する総合的な満⾜度（10段階
評価）は、有効回答が得られた本⼈ 25 名
で平均 6.2±2.2 点、中央値 7.0 点、保護者
からの有効回答 51 名では平均 8.1±1.8 点、
中央値 8.0 点であった。本⼈はやや控えめ
な評価傾向がみられた⼀⽅、保護者は⽐較
的⾼く評価しており、治療に対する当事者
と家族の感じ⽅の違いがみてとれた。 
【⼊院治療の内容とその有効性】 
本⼈の評価： 
⾯接（主治医）：平均 4.0±1.1（N=25, 中
央値=4.0） 
⾯接（看護師）：平均 4.0±1.0（N=25, 中
央値=4.0） 
⾯接（⼼理⼠）：平均 4.2±0.8（N=19, 中
央値=4.0） 
⾯接 （ソーシャルワーカー ）：平均
4.3±0.8（N=21, 中央値=4.0） 
⾯接（作業療法⼠）：平均 3.4±0.7（N=9, 
中央値=3.0） 
認知⾏動療法：平均 3.8±0.9（N=13, 中央
値=3.0） 
院内学級の利⽤：平均 4.2±1.1（N=24, 中
央値=4.5） 
隔離・拘束：平均 2.3±1.1（N=15, 中央値
=2.0） 
病 棟レクリエーション ：平均 3.8±1.3
（N=24, 中央値=4.0） 
作業療法：平均 3.4±0.6（N=16, 中央値
=3.0） 
保護者の評価： 
⾯接（主治医）：平均 4.7±0.6（N=52, 中
央値=5.0） 
⾯接（看護師）：平均 4.4±0.8（N=52, 中
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央値=5.0） 
⾯接（⼼理⼠）：平均 4.1±0.9（N=43, 中
央値=4.0） 
⾯接 （ソーシャルワーカー ）：平均
3.9±1.0（N=38, 中央値=4.0） 
⾯接（作業療法⼠）：平均3.3±0.6（N=18, 
中央値=3.0） 
認知⾏動療法：平均 3.7±0.9（N=31, 中央
値=4.0） 
院内学級の利⽤：平均 4.3±0.9（N=45, 中
央値=5.0） 
隔離・拘束：平均 3.7±1.0（N=28, 中央値
=4.0） 
病 棟レクリエーション ：平均 4.6±0.5
（N=49, 中央値=5.0） 
作業療法：平均 3.5±0.9（N=34, 中央値
=3.0） 
 【⼊院治療の担当職種の有効性】 
本⼈の評価： 
主治医：平均 4.0±1.1（N=25, 中央値=4.0） 
看護師：平均 4.0±1.0（N=25, 中央値=4.0） 
⼼理⼠：平均 4.2±0.8（N=19, 中央値=4.0） 
ソーシャルワーカー ：平均 4.3±0.8
（N=21, 中央値=4.0） 
作業療法⼠：平均 3.4±0.7（N=9, 中央値
=3.0） 
保育⼠：平均 3.0±0.0（N=5, 中央値=3.0） 
教師：平均 4.2±1.2（N=23, 中央値=5.0） 
保護者の評価： 
主治医：平均 4.7±0.6（N=52, 中央値=5.0） 
看護師：平均 4.4±0.8（N=52, 中央値=5.0） 
⼼理⼠：平均 4.1±0.9（N=43, 中央値=4.0） 
ソーシャルワーカー ：平均 3.9±1.0
（N=38, 中央値=4.0） 
作業療法⼠：平均 3.3±0.6（N=18, 中央値
=3.0） 

保育⼠：平均 3.1±0.3（N=11, 中央値=3.0） 
教師：平均 4.4±0.9（N=44, 中央値=5.0） 

D.  
【本⼈の満⾜度に関連する要因】 
病棟における⽇常的・活動的な要素が強く
影響しており、医療スタッフ（主治医・看
護師等）との直接的な関わりは統計学的な
有意な関連を⽰さなかった。 
l 病棟レクリエーション (r = 0.700, p < 

0.001) 
l 教師の関わり (r = 0.475, p = 0.022) 
l 院内学級の利⽤ (r = 0.426, p = 0.038) 
 
【家族の満⾜度に関連する要因】 
学習やレクリエーションの充実に加え、医
療スタッフといかに良好なコミュニケーシ
ョンが築けているかが満⾜度に極めて強く
影響していた。 
主治医との関わり (r = 0.521, p < 0.001) 
看護師との関わり (r = 0.488, p < 0.001) 
病棟レクリエーション (r = 0.461, p = 
0.001) 
教師の関わり (r = 0.443, p = 0.003) 
⼼理⼠との関わり( r = 0.343, p = 0.026) 
ソーシャルワーカーとの関わり(r = 0.335, 
p = 0.043) 
 
E. 考察 
⼭本班による 3 年間の実証研究、および最
終年度に実施されたスピアマンの順位相関
分析の結果は、児童・思春期精神医療にお
ける臨床環境評価のあり⽅に重要な知⾒を
提供するものである。抽出された統計デー
タに基づき、以下の 3 つの観点から客観的
な学術的考察を⾏う。 
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1. 臨床環境評価における児童本⼈と保護者
のパラダイムの⾮対称性 
本研究の最⼤の成果は、同⼀の⼊院治療空
間および時間を提供されている環境下にあ
っても、⼦ども本⼈と親とで、その臨床環
境の総合満⾜度を規定する⼼理的・臨床的
因⼦が明確に相違している事実を定量的に
証明した点にある。  
保護者の総合満⾜度においては、主治医や
看護師という医学的・⾝体的管理および治
療⽅針の決定を主導する職種が最上位の相
関を⽰した。これは、⼊院前に不登校や激
しい⾏動障害、⾃傷他害リスク、あるいは
急性精神症状の悪化によって家庭機能の破
綻に直⾯していた家族にとって、医療機関
が提供する構造化された医学的安全性およ
び確実な⾝体的管理こそが、評価の絶対的
な軸であることを⽰している。 これに対し
て、児童本⼈においては主治医や看護師、
⼼理⼠等の個別⾯接的項⽬の点数が満⾜度
に直接有意な相関を⽰さなかった。これは
個別⾯接⾃体の有効性を否定するものでは
なく、単独の点数評価が 4.0 以上と⾼評価
であることからも、診察や⾯接の有益性は
認められている。しかし、児童本⼈にとっ
ては、個別の精神療法や診察がどれほど有
益であっても、それ単独の因⼦によって⼊
院⽣活全体の総合満⾜度が規定されるわけ
ではないという臨床的現実を⽰唆している。 
 
2. 児童本⼈の適応および治療継続における
⽇常性保障の決定的な役割 
児童本⼈の総合満⾜度において、病棟レク
リエーションが極めて強い正の相関を⽰し、
次いで教師の関わりや院内学級の利⽤が統
計学的有意差をもって相関したことは、思

春期の発達特性を考慮すれば極めて合理的
な帰結である。 ⼤⼈の精神科⼊院治療にお
いては、症状の寛解そのものが社会復帰や
復職に直結するため、医学的アプローチ重
視の評価になりやすい。しかし、児童・思
春期患者にとって、病院は治療の場である
と同時に、本来地域社会で送るはずであっ
た成⻑と発達の場、すなわち「⽣活の場」
の代替空間として機能しなければならない。 
閉鎖病棟という⾏動範囲や⾃由が制限され
た環境下において、⽇々の⽣活に活動性を
与えるレクリエーションや同世代の集団と
の相互作⽤、そして何よりも、⼊院によっ
て学業が遅滞し社会から孤⽴することへの
焦燥感を低減させる院内学級での学習権の
保障（教師の関わり）こそが、⼦どもたち
の⽣活の質（QOL）を担保し、⼊院治療
へのアドヒーランス（前向きな治療継続）
を維持するための決定的な因⼦になってい
ることが実証された。⾼精度な薬物療法や
医学的ケアが提供されていても、これらの
⽇常性を⽀える⾮医学的アプローチが⽋落
していれば、⼦どもの主観的満⾜度は低下
し、治療同盟の構築に⽀障を来す可能性が
⽰唆される。 
 
3. 統計学的有意差の限界と多職種包括⽀援
モデルの客観的妥当性 
児童本⼈の相関分析において、⼼理⼠やソ
ーシャルワーカー、あるいは主治医との個
別⾯接が統計学的有意⽔準に達しなかった
点については、本研究の制約であるサンプ
ルサイズ（本⼈回答数 N=26）に伴う統計
的検出⼒の限界を考慮して解釈する必要が
ある。ノンパラメトリック分析の特性上、
サンプルサイズが⼩さい場合、実際の臨床
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的効果が存在していても有意差として検出
されにくい傾向（第Ⅱ種の過誤）がある。 
⼼理⼠によるアプローチ（内省の促進やト
ラウマケア）や、ソーシャルワーカーによ
るアプローチ（複雑な家庭環境の調整や復
学・施設⼊所に向けた地域資源の開拓）は、
病棟レクリエーションのような分かりやす
い「⽇々の活動の活性化」として⼦どもの
表⾯的な意識に直接的な満⾜度として上る
性質のものではない。これらはむしろ、⼦
どもが安⼼安全に病棟⽣活を送り、退院後
に地域社会で持続可能な⽣活を営むための
不可視的な治療基盤を構築する役割を担っ
ている。 事実、保護者の満⾜度においては、
⼼理⼠やソーシャルワーカーの関わりが明
確に有意な正の相関を⽰している。これは、
保護者がコメディカルによる環境調整や⼼
理的介⼊の効果を客観的に認識しているこ
との左証である。児童・思春期精神医療に
おける不登校や⾏動障害の治療は、⼊院と
いう物理的隔離を利⽤して親⼦の距離を適
切に保ち、家族全体の福祉的課題を解決し
ていくプロセスを伴う。保護者が多職種に
よるフルスペックの関わりすべてに有意な
⾼い満⾜度を⽰しているというデータは、
親がチームによる包括的な⽀援を実感して
いることの現れである。 結論として、多職
種連携とは単に医師の負担を軽減するため
の組織論にとどまらず、⼦どもの QOL と
⽇常性を守るアプローチと、親の医療的安
⼼感および家族再⽣を⽀えるアプローチと
いう、「本⼈と家族の異なる⼆重のニーズ」
に対し、全専⾨職がそれぞれの強みを発揮
してフルスペックで同時に応えるための必
須の臨床的枠組みであることが、当事者評
価の統計解析によって科学的に⽴証された。 

 
 
F. 結論 
本研究班による 3 年間にわたる多施設共同
調査および統計学的解析により、児童・思
春期精神科⼊院治療における「当事者（児
童本⼈）」と「保護者」のニーズの構造的
な⾮対称性が、かつてない解像度で実証さ
れた。 保護者が主治医や看護師による「確
実な医学的管理と安⼼感」を最も⾼く評価
する⼀⽅で、児童本⼈は閉鎖環境下におけ
る病棟レクリエーションや院内学級の利⽤
といった「⽇常性の保障」と「⽣活の質
（QOL）の維持」を極めて重視している
ことが明らかとなった。さらに、⼼理⼠や
ソーシャルワーカーによる内省の促進や家
族環境の調整は、表出的な満⾜度には直結
しにくいものの、確実な社会復帰と持続可
能な⽣活基盤を構築するための不可⽋な
「縁の下の⼒持ち」として機能しているこ
とが確認された。 これらの知⾒は、児童・
思春期精神医療における「多職種連携」が、
単なる医師の業務軽減（タスクシフト）の
⼿段ではなく、本⼈と家族が抱える「異な
る⼆重のニーズ」に対し、全専⾨職がそれ
ぞれの強みを発揮してフルスペックで応え
るための絶対的な要件であることを科学的
に証明するものである。 医療提供者側の視
点に偏りがちであった従来の治療評価に対
し、⽀援の受益者である当事者の主観的評
価を導⼊し定量化した本研究の成果は、今
後の児童・思春期精神医療におけるプログ
ラムの再編、病棟環境の改善、および多職
種チームの最適化に向けた極めて強⼒なエ
ビデンスとなるものである。 
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